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１ はじめに

倉敷市市民企画提案事業審議会は，平成１７年度の制度創設から１５年という節目

の年に倉敷市市民企画提案事業の見直しについて，審議を行う機会を与えられました。

審議に当たっては，主に制度の枠組みや審査方法の見直しを議題にして，これまで

本制度が果たしてきた役割を踏まえ，さらなる市民活動の活性化や市民と行政の協働

によるまちづくりの推進に資する制度とするための検討を行いました。そして，慎重

に議論を重ねた結果，一定の方針をまとめることができましたので，ここに答申する

ものです。

この答申が，本制度の改善のきっかけになり，倉敷市の市民活動の活性化や，市民

と行政の協働によるまちづくりを促進し，市民公益活動団体が実施する様々なサービ

スが市民に提供されることで，豊かな地域社会の実現に繋がっていくことを期待して

います。

令和元年７月３０日

倉敷市市民企画提案事業審議会

会長 田口 豊郁   
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２ 倉敷市市民企画提案事業の見直し

倉敷市市民企画提案事業は，市民活動の活性化，市民と行政の協働によるまちづ

くりを推進することを目的に，市民公益活動団体（以下「団体」という。）の実施

する事業に対して補助金を交付している。本制度では，団体が単独で事業を行う「自

主事業コース」で経験を積んだ後，行政との協働事業である「市民提案コース」ま

たは「行政提案コース」へと発展していくことを目指している。

前回，平成２６年度の見直しでは，団体の育成に重点を置き，自主事業コースの

補助額の上限を２０万円から３０万円へ引き上げることで申込数の増加を図った。

結果として申込数は６年間で２３％増加（平均８．３件→１０．２件）し，見直し

の目的は達成できたといえる。

しかし，次の段階である，自主事業コースから行政との協働事業へ発展した事業

は１５％（２０件中３件）に留まっており，自主事業コースで経験を積んだ団体が

順当に協働事業へ移行しているとは言い難い結果となっている。

また，現在の制度への申し込みは「１年以上の活動実績」が必要である。これは，

行政が補助事業の対象とする以上は，慎重に活動実績を見極める必要があるという

趣旨である。ただ一方で，地域課題を自分たちの力で解決したいという意欲を持っ

て活動を始めたいと考える市民にとって，スタートアップ時の資金確保がハードル

となり，最初の一歩をためらってしまうといった事例も少なくない。

この度の見直しにより，当初の目的である「市民と行政の協働事業の事例を増や

す」ための制度設計を行うとともに，新たにチャレンジする団体の資金的なハード

ルを下げ，市民公益活動の裾野を広げることを目指すものとする。

（１）制度全体の設計

本制度が「市民と行政の協働事業の事例を増やす」役割を担うという原点に立
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ち返り，自主事業コースから行政との協働事業への発展に重点を置いた見直しが

必要である。

平成２６年度の見直しにより，自主事業コースの条件が改善された一方で，制

度全体を見渡したときに自主事業コースから協働事業へステップアップするとい

う流れが見えづらくなってしまっているのが現状である。

このため，自主事業から協働事業に向けて段階的に条件を良くし，相対的に協

働事業の魅力を高めることで，団体が協働事業へ取り組みたくなるよう，補助額

の上限，補助率，補助対象経費などを調整することが必要である。

（２）自主事業コースの位置づけ

自主事業コースは，あくまで「協働事業に至る準備期間」であることを，利用

する団体にわかりやすく伝える工夫が必要である。

上述した協働事業との位置づけの違いをはじめ，コースの名称の変更や募集要

項での説明，事務局からの解説など，団体が本制度の趣旨を正しく理解した上で

コースを利用できるよう丁寧に取り組んでいただきたい。

（３）新たなチャレンジの支援

団体の新たなチャレンジを支援するために，活動実績がなくても利用できるコ

ースを新たに追加することが望ましい。

ただし，活動実績がある団体と比べて，計画の実現可能性に不安があることは

否めないため，「小さく始めて大きく育てる」という方針のもとに，補助額の上限，

補助率，補助対象経費などを設定することが適当である。

また，このコースの採択に当たっては，他のコースとは別枠で審査することが

望ましい。活動実績の有無は，団体の印象や計画の実現可能性の評価に大きく影

響する。活動実績のある団体と同一の枠で審査することは，それらの点で活動実
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績のない団体に不利となり，市民の新たなチャレンジを支援するという観点から

も一定の配慮が必要である。

３ 審査方法の見直し

現在の採点方法は，１点刻みで採点する方式を採用しており，細やかな採点が

可能となっている反面，１点の違いをそれぞれの採点者でうまく設定できていな

いと，複数の計画を並べたときに整合が取れていないことがある。このため，各

項目を５段階程度で評価する方式に見直すことで，審査の整合性が確保できると

考える。

また，採点者がその事業に対し，総合的な見地から採択に対する意思表示を行

う工夫が必要と考える。現在の５つの区分で対応するのは難しいので，新たな区

分を追加するのが適当である。

最後に，現在５０点に定めている採択ラインは，この度の見直しを踏まえ６０

点に改めることが望ましい。
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倉敷市市民企画提案事業審議会委員名簿（第７期）
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市 推 第 ３ ５ ０ 号 

 

 倉敷市市民企画提案事業審議会 

会長  田 口  豊 郁 様                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

 

 

倉敷市市民企画提案事業について（諮問） 

倉敷市市民企画提案事業実施要綱（平成１８年１１月２１日施行）第７条第２項の規定に基

づき，次の事項について諮問します。 

 

令和元年６月２７日 

倉敷市長 伊 東 香 織         

 

記 

１ 倉敷市市民企画提案事業の見直し 

２ 審査方法の見直し 
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○倉敷市市民企画提案事業審議会条例

平成１８年６月３０日

条例第４６号

（目的及び設置）

第１条 市民団体等が企画立案した事業（以下「市民企画提案事業」という。）の審査，評価

等を行うため，倉敷市市民企画提案事業審議会（以下「審議会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 審議会は，次に掲げる事項を所掌する。

（１） 市民企画提案事業の審査及び評価

（２） 前号に掲げるもののほか，市民企画提案事業に関する事項

（組織）

第３条 審議会は，委員１２人以内で組織する。

２ 委員は，市民，学識経験者等のうちから市長が委嘱し，又は任命する。

３ 委員の任期は２年とし，補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし，再任を妨げ

ない。

（会長及び副会長）

第４条 審議会に，会長及び副会長各１人を置き，委員の互選によってこれを定める。

２ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を

代理する。

（会議）

第５条 審議会の会議は，必要に応じて会長が招集し，会長が議長となる。

２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ，開くことができない。

３ 会議の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは議長の決するところに

よる。

４ 会長が必要と認めるときは，関係者の出席又は資料の提出を求めることができる。

（委任）

第６条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，市長が別に定める。

附 則
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（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（任期の特例）

２ この条例に基づき，最初に委嘱され，又は任命された委員の任期は，第３条第３項の規定

にかかわらず，委嘱され，又は任命された日から平成２０年３月３１日までとする。

（会議の招集の特例）

３ この条例による最初の会議は，第５条第１項の規定にかかわらず，市長が招集する。

（関係条例の一部改正）

４ 特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例（昭和４２年倉敷市条例

第２３号）の一部を次のように改正する。

別表中「

行政評価委員会委員 日額 ７,１００円 同上

」を「

行政評価委員会委員 日額 ７,１００円 同上

市民企画提案事業審議会委員 日額 ７,１００円 同上

」に改める。


